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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認佐賀地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 1 件

国民年金関係 1 件



佐賀厚生年金 事案 1260 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 43年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ： 

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年９月１日から同年 11月１日まで 

昭和 43 年３月、Ｂ社に入社し、その後、Ａ社ができたので同社へ移った

ものの、47年６月 20日に退職するまで継続して勤務した。その間、勤務地

も仕事内容も同じだったので、43年９月１日から同年 11月１日までの厚生

年金保険の加入記録が無いことに納得できない。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてもらいたい。 

     

第３ 委員会の判断の理由  

申立人のＣ厚生年金基金加入員台帳、雇用保険の加入記録及び複数の同僚の

供述から判断すると、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し

（昭和 43年９月１日にＢ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43

年 11月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 8,000円とすることが妥

当である。 

一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、申立期間直後の昭和 43年 11月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっているが、申立人を含む８人のうち少な

くとも５人は同年９月１日付けで同社において、Ｃ厚生年金基金の加入員資格

を取得していることが確認できることから、同社は当時の厚生年金保険法に定

める適用事業所としての要件を満たしていたものと認められる。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか



否かについては、事業主は不明としているが、申立期間において適用事業所で

ありながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められるこ

とから、社会保険事務所は申立人に係る昭和 43年９月及び同年 10月の保険料

について納入告知を行っておらず、事業主は申立人に係る当該期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 



佐賀国民年金 事案 586 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年 12月から 57年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ： 

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年 12月から 57年３月まで 

昭和 54年 12月に国民年金の加入手続を行ったと思う。 

申立期間の国民年金保険料は、居住していた地区の納付組織による集

金が行われており、毎月、納付組織の役員を通じて保険料を納付してい

たと思う。 

 申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金被保険者台帳管理簿におけ

る申立人の同記号番号の前後の任意加入被保険者の加入年月日から、昭和

57 年４月に払い出されたことが推認でき、国民年金手帳記号番号払出簿等

の調査においても、これ以前に申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人が所持する年金手帳、Ａ町（現在は、Ｂ町）の国民年金被

保険者名簿及びオンライン記録における申立人の国民年金被保険者の資格

取得日は、昭和 57年４月１日とされており、申立期間は国民年金の未加入

期間であるため、申立期間に係る国民年金保険料納付書は作成されること

はなく、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付することができなかっ

たものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 


